
適正原価の制度設計及び運用に関するヒアリング

令和８年10月１日

全国中小企業団体中央会
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資料４
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１．価格転嫁の状況①
「中小企業月次景況調査（令和８年）」（全国中小企業団体中央会）

・調査対象：都道府県中央会に設置した情報連絡員（中小企業組合役職員）約２,４００名
・対象業種：製造業12業種、非製造業７業種
・調査項目：所属組合の組合員企業等の全体的な景況感など９項目、毎月末時点の状況について回答
・調査結果：前年同月比DI値（好転（増加・上昇）割合から悪化（減少・低下）割合を引いた値）、毎月下旬に公表
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１．価格転嫁の状況②

１．価格転嫁の状況

「令和７年度 中小企業労働事情実態調査」（全国中小企業団体中央会）
・調査期間：令和７年７月１日～７月14日（調査時点：令和７年７月１日）
・調査対象：39,849事業所 ・有効回答数：15,371事業所（有効回答率：38.6％）

令和８年度は結果取りまとめ中

（単位：％）
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１．価格転嫁の状況②

２．価格転嫁率（業種別）
（単位：％）
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２．官公需における価格転嫁の状況①

（資料出所）
内閣官房 第４回賃上げに向けた中小企業等の活力向上に関するワーキンググループ
（令和８年９月10日） 配布資料（資料１／経済産業省・中小企業庁）

官公需における価格転嫁率は、全体として低下傾向にあり、直近では大幅に低下。
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２．官公需における価格転嫁の状況②

（資料出所）
内閣官房 第４回賃上げに向けた中小企業等の活力向上に関するワーキンググループ
（令和８年９月10日） 配布資料（資料４／総務省）

（資料出所）
新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2025年改訂版
（令和７年６月13日）

GDPの約４分の１を公的需要が占め、都道府県によって、その割合に大きな差があるなか、
特に、地方自治体の取組みには、未だ改善の余地あり。


